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（DS No.2618） 
 

2026 年 11 月 9 日 
三菱電機株式会社 

 
メガコンステレーション構想実現に向けた 5 社協業に関する覚書を締結 

衛星を利用した多様なサービスの実現に向けた検討を加速し、宇宙インフラ強化に貢献 

 

 
左から日本政策投資銀行 企業金融第2 部 担当部長 津田 俊平、三菱UFJ 銀行 常務執行役員 営業本部長 本 裕一郎、 
三菱電機 上席執行役員 防衛・宇宙システム事業本部長 洗井 昌彦、NTT 執行役員 研究開発マーケティング本部 

アライアンス部門長 爪長 美菜子、NTT ドコモビジネス 代表取締役副社長 長瀬 健吾 

三菱電機株式会社は、NTT 株式会社（以下、NTT）、NTT ドコモビジネス株式会社（以下、NTT
ドコモビジネス）、株式会社三菱 UFJ 銀行（以下、三菱 UFJ 銀行）、株式会社日本政策投資銀行

（以下、日本政策投資銀行）との間で、膨大な数の衛星がシステムとして連携し、地球の広域を

網羅したサービスを提供するメガコンステレーションの構築・運用と、同コンステレーションを

活用したサービス提供に関する包括的な協業検討の覚書を 11 月 6 日に締結しました。本覚書に

基づき、5 社は通信、観測、PNT※1（測位、航法、計時）、宇宙データセンター※2など、メガコン

ステレーションによる多様なサービスの事業化を目指し、技術面・事業面から実現可能性を検討

します。 
 
近年、官民による宇宙開発が世界的に活発化し、衛星の小型化・高性能化などの技術革新や、

打ち上げの高頻度化が進んでいます。特に、複数の衛星を連携させる衛星コンステレーションは、

通信、観測、測位、防災・減災、安全保障などの幅広い分野で社会インフラとして活用される

機会が増え、宇宙利用のさらなる拡大に向けた取り組みが求められています。 
このような市場環境を背景に、5 社は、各社が有する技術、顧客基盤、金融機能および事業開発力

を結集し、オープンかつ相互接続を前提とした持続可能で信頼性の高いメガコンステレーション

事業の実現に向け、必要とされる技術基盤や課題の整理、具体的な協業体制の検討や調整に取り

組みます。 
 
本覚書における検討において、三菱電機は防衛・宇宙システム事業で長年培ってきた衛星や地上

設備の開発・製造やシステムインテグレーション技術、知見を活かし、メガコンステレーション

全体のシステム設計・統合に関する技術検討を担います。利用者のニーズに基づき、衛星、地上局、

通信ネットワークおよび運用システムの連携方式を検討するとともに、パートナー企業の技術・

サービスを組み合わせ、効率的な構築・運用と将来の機能拡張に対応できるシステム構想の具体化を

進めます。 
 

※1 測位衛星による Positioning（測位）、Navigation（航法）Timing（計時）のこと 
※2 データの処理、保管、通信などの機能を有した衛星。近年、地球観測衛星などの高性能化により衛星が取得

するデータが膨大化しつつある課題に対し、衛星のデータを宇宙空間で処理し、結果のみ地上に送信するこ

とで、データを効率的に利用可能とする 
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また、三菱電機が他の宇宙開発企業と協力し構築に取り組む、衛星の情報処理を行うオープンな

共通インターフェース「Digital Space Interface」※3 のメガコンステレーションへの活用を検討

します。これにより、軌道上の衛星への大容量のソフトウエアの追加・更新を容易にし、衛星開発

の効率化やサービスの追加・更新への柔軟な対応を目指します。 
 

本協業を通じて、5 社は国内外顧客向けに災害時や通信環境が限られる地域での通信手段の

確保を含めた通信・観測インフラの整備や、測位情報の提供のほか、宇宙データセンター構築に

よる衛星データの利用効率化など、メガコンステレーションを活用した新たなサービスの実現に

向けた検討を加速します。これにより、宇宙インフラを強化し、多様な社会課題の解決に貢献します。 
 
 事業化検討における各社の役割  

企業名 役割 

三菱電機 衛星システムおよび地上システム開発の知見を活かした、メガコンステレー

ション全体のシステム設計・統合に関する技術検討 

NTT 
IOWN®をはじめとする研究開発で培った技術・知見を活用し、宇宙・

地上を統合した通信ネットワークの実現可能性および将来の事業化に

向けた検討など 

NTT ドコモビジネス 
通信ネットワークの構築・運用や顧客へのサービス提供で培った知見

を活用した、顧客のニーズを踏まえたユースケースおよびサービスの

具体化に向けた検討など 

三菱 UFJ 銀行 
金融機関としての知見と国内外の幅広い業種および事業規模の顧客基盤

やネットワークを活用した、事業や製造サプライチェーンの構築、販路拡大

などの支援など 

日本政策投資銀行 金融機関としての知見を活用した、中立的かつ長期的な観点からの事業化

検討、および産官学金の幅広い関係者との連携可能性の検討など 
 
 関係者コメント  
NTT 株式会社 執行役員 研究開発マーケティング本部 アライアンス部門長 爪長 美菜子 
「NTT は、地上で培ってきた通信・デジタル基盤を宇宙へ拡張し、宇宙と地上を一体でつなぐ新

たな社会インフラの実現をめざしています。本覚書を契機に、各社が持つ技術、事業基盤、知見

を結集し、日本発の宇宙インフラ基盤と新たなサービスの創出に取り組んでまいります。NTT は、

IOWN®をはじめとする光通信技術や地上ネットワーク、デジタル基盤の強みを活かし、各衛星と

地上をシームレスにつなぐ通信・データ流通基盤の実現を通じて、人々の暮らしや産業、安全・

安心を支える新たな価値の創出に貢献してまいります。」 
 
NTT ドコモビジネス株式会社 代表取締役副社長 長瀬 健吾 
「宇宙で得られる膨大なデータを産業や社会の価値につなげるには、データを届ける通信と、

処理・分析を担う ICT 基盤の連携が重要です。NTT ドコモビジネスは、IOWN®や AI 時代に

最適な次世代 ICT プラットフォーム『AI-Centric ICT プラットフォーム®』構想のもと培った知見

を活かし、各社とともに衛星通信や宇宙データセンターなどの事業化に向けた可能性を検討します。

宇宙と地上をつなぐ通信・データ活用基盤の創出を目指し、企業の AI 活用と新たなビジネスの

発展に貢献してまいります。」 
 
株式会社三菱 UFJ 銀行 常務執行役員 営業本部長 本 裕一郎 
「三菱 UFJ 銀行は、宇宙事業を、多様な社会課題を解決する重要な社会インフラと捉え、産官学金

の皆様と連携し、新たな産業エコシステムの構築に取り組んでまいりました。実際にユーザー

としても衛星データの活用を進めてきた知見、金融機関としての知見、および国内外の幅広い

業種の顧客基盤を活用し、宇宙産業バリューチェーンの構築へ貢献し、多様な社会課題の解決に

取り組んでいきます。」 
 
 
 
 
 

 
※3 三菱電機が設立メンバーとして参画する Digital Space Consortium（DSC）で策定を進める、衛星上の情報

処理に関するオープンな共通インターフェース 
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株式会社日本政策投資銀行 常務執行役員 伊東 徹二 
「私たちはこれまで、輸送機、衛星、宇宙データ利活用、軌道上サービス、宇宙探査などにおける

国内外の宇宙関連企業への投融資や、宇宙関連企業が有する技術と既存産業との接点の創出を通じ、

新たな産業の育成に取り組んでまいりました。今回の覚書においても、金融機関としての知見に

加え、長期的視点での事業化可能性を中立的立場から検討するとともに、幅広い関係者との連携

促進を通じ、次世代の社会インフラ実現と新たな産業の創造に貢献してまいります。」 
 
三菱電機株式会社 上席執行役員 防衛・宇宙システム事業本部長 洗井 昌彦 
「私たちは、通信、観測、PNT、情報処理などの衛星の多様な機能を、必要時に利用可能な社会

インフラとして提供し、人々の暮らしと安全保障の双方を支えるサービスの実現を目指します。

今回の覚書の締結は、異なる強みを持つ 5 社が、その実現に向けてともに踏み出す重要な一歩と

なります。三菱電機は、衛星・地上システムの開発で培った技術・知見を生かし、宇宙利用の

新たな可能性を、社会に役立つサービスへとつなげていきます。」 
 
 商標関連  

「IOWN」 NTT 株式会社の商標 
「AI-Centric ICT プラットフォーム」 NTT ドコモビジネス株式会社の商標 

 
 三菱電機グループについて  
三菱電機グループは、「Our Philosophy」のもと、サステナビリティを経営の根幹に据え、社会・

顧客・株主・従業員をはじめとしたステークホルダーからの信頼を重んじてまいります。また、

「収益性」「資本効率」「成長性」を追求するとともに、顧客と繋がり続けて社会課題を解決する

新たな価値を創出し、企業価値の持続的向上を図ります。1921 年の創業以来、100 年を超える

歴史を有し、社会システム、エネルギーシステム、防衛・宇宙システム、FA システム、自動車機器、

ビルシステム、空調・家電、デジタルイノベーション、半導体・デバイスといった事業を展開

しています。世界に 200 以上のグループ会社と約 15 万人の従業員を擁し、2025 年度の連結売上高

は 5 兆 8,947 億円でした。詳細は、オフィシャルウェブサイトをご覧ください。 
 
 お問い合わせ先  

＜報道関係からのお問い合わせ先＞ 
三菱電機株式会社 広報部 
〒100-8310 東京都千代田区丸の内二丁目 7 番 3 号 
TEL 03-3218-2332 
https://www.MitsubishiElectric.co.jp/news/contact.html 

 
＜お客様からのお問い合わせ先＞ 
三菱電機株式会社 防衛・宇宙システム事業本部 自律システム部 
〒100-8310 東京都千代田区丸の内二丁目 7 番 3 号 
E-mail：Autonomous.System@nd.MitsubishiElectric.co.jp 

https://www.mitsubishielectric.co.jp/ja/about/philosophy/
http://www.mitsubishielectric.co.jp/
https://www.mitsubishielectric.co.jp/news/contact.html

